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0国民の知る権利、報道の自由、取材の自由の明記
特定秘密の取得行為が処罰されることについて、どのような取材行為

が取得行為として処罰されるかが不明確であり、取材行為を萎縮させる

のではないかとの批判があることから、「国民の知る権利」や「報道の自

由」、「取材の自由」の保障にっいて条文に明記することを要求。⇒政府

修正 (21条 1項 )
さらに、法案において、どのような取材行為であれば処罰されないか

を具体的に明記すべきではないかとの意見があることから、取材行為が、
「専ら公益を図る目的を有し、かつ、法令違反又は著しく不当な方法に

よるものと認められない限り」正当業務行為として扱われることについ

ての確認規定を追力目することを要求⇒政府修正 (21条 2項 )
なお、この「著しく不当な方法によるもの」という要件は、西山事件
の最高裁判決の基準を条文化したものであり、厳格な基準である。

| (こ の法律の解釈適用)                    |
1第二十一条 この法律の適用に当たつては、これを拡張して解釈して、 |
1 国民の基本的人権を不当に侵害するようなことがあってはならず、旦

|

1 民の知る権利の保障に資する報道又は取材の自由に十分に配慮しなけ |

1   = .=゛ , 、 こ .                                                         |
ればならない。

2 出版又は報道の業務に従事する者の取材行為については、専ら公益
を図る目的を有し、かつ、法令違反又は著しく不当な方法によるもの

と認められない限りは、これを正当な業務による行為とするものとす

| る。

【参考】
○西山事件最高裁決定 (昭和 53年 5月 31日 )〔要旨〕
「報道機関が取材の目的で公務員に対 し秘密を漏示するようにそそのか したからと

いつて、そのことだけで、直ちに当該行為の違法性が推定されるものと解するのは

相当ではなく、報道機関が公務員に対し根気強く執拗に説得ないし要請を続けるこ

とは、それが真に報道の目的からでたものであり、その手段・方法が法秩序全体の

精神に照らし相当なものとして社会観念上是認されるものである限りは、実質的に

違法性を欠き正当な業務行為というべきである。」
「取材の手段 口方法が贈賄、脅迫、強要等の一般の刑罰法令に触れる行為を伴う場合

は勿論、その手段・方法が一般の刑罰法令に触れないものであつても、取材対象者
の個人としての人格の尊厳を著 しく蹂躙する等法秩序全体の精神に照らし社会観

念上是認することのできない態様のものである場合にも、正当な取材活動の範囲を

逸脱 し違法性を帯びるものといわなければならない。」



○有識者会議からの意見聴取

特定秘密の指定、更新、解除が行政機関の長により恣意的に行われる

のではないかとの懸念があることから、これらに関する統一基準の作成

や内調が行う各省庁への指導の在り方等について、有識者会議を設け、

その意見を聴くとともに、実施状況のフォローについても、有識者会議

は報告を受け、必要があれば意見を述べることを要求。⇒政府修正 (18

条 1項 )
また、有識者会議の構成について、「行政機関等の保有する情報の公開、

公文書等の管理」に関する有識者が入ることを明記することを要求。⇒

政府修正 (18条 2項 )
さらに、有識者会議については、議事要旨の公開等議事の透明性を図

ることを要求。⇒委員会答弁で担保

(特定秘密の指定等の運用基準)                |
第十八条 政府は、特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施 |

に関し、統一的な運用を図るための基準を定めるものとする。

2 政府は、前項の基準を定め、又はこれを変更しようとするときは、
我が国の安全保障に関する情報の保護、行政機関等の保有する情報の

公開、公文書等の管理等に関し優れた識見を有する者の意見を聴かな

ければならない。

030年を超える指定の延長に閣議決定
行政機関の長の判断のみで半永久的に指定が更新されることは、国民
への説明責任の観点からは適切ではないのではないかとの懸念を示す。

⇒30年を超える指定の延長について、閣議決定という重い手続を課す旨
の政府修正 (4条 3項 )

効期間を延長しようとする場合において、当該延長後の指定の有効期

間が通じて三十年を超えることとなるときは、政府の有するその諸活

動を国民に説明する責務を全うする観点に立っても、なお当該指定に

係る情報を公にしないことが現に我が国及び国民の安全を確保するた

めにやむを得ないものであることについて、その理由を示して、内閣 |

の承認を得なければならない。この場合において、当該行政機関の長
|

は、当該指定に係る特定秘密の保護に関し必要なものとして政令で定 |

める措置を講じた上で、内閣に特定秘密を提供することができる。  |
4 〔略〕                          `

一　

　

　

有

一
　

卸

一　

　

　

指

一　

　

　

　

り

一　

　

　

　

よ

一　

　

　

　

こ

一　

　

　

　

　

　

　

　

　

―

一　

　

　

定

一　

　

　

規

一　

画

一
　

　

　

　

　

　

　

ヽ

一　

　

　

　

ま

一　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

―

一　

　

　

長

一　
　
　
　
の

一　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

＞

一
　

　

　

　

　

ｏ

一　

　

　

　

く

一ｎ

　

　

補

一解

　

　

院

一び

　

　

査

一及

　

　

検

一間

　

　

計

一棚

囲

　

睡

一の
Ｉ

コ

機

一撥
条
鵬
徹

一＜
柳
２
３



○特定秘密の指定範囲の限定

外交に関する事項について、外縁が不明確との批判があることから、

範囲が広範とならないよう例示を設けることを要求。⇒政府修正 (別表

第 2号イ)

1別表 (第二条、第五条一第九条関係)               |
二 外交に関する事項
イ 外国の政府又は国際機関との交渉又は協力の方針又は内容のう
ち、国民の生命及び身体の保護、領域の保全その他の安全保障に

関する重要なもの

日～ホ  〔略〕

○情報公開のための有識者会議の設置

情報の一層の公開を図る観′点から、情報の公開に係る制度の更なる整

備についての検討を行うこと及びその際に有識者会議の意見を聴くこと

を要求。⇒委員会答弁で担保

○公文書管理法の適用、改正案の提出

1 防衛秘密については防衛省限りで廃棄されているが、特定秘密につ
いては、指定解除後は他の行政文書と同様に公文書管理法を適用し、

保存期間満了後は、歴史公文書については国立公文書館等へ移管し、

それ以外の行政文書について廃棄する場合には、内閣総理大臣に協議

し、その同意を得ることを要求。⇒政府応諾

2 閣議議事録の適切な作成・利用を確保するための公文書管理法改正
塗室については、臨時国会中の提出を検討することを要求。

また、日本版NSC(国 家安全保障会議)の関連文書の取扱いにつ
いて、国家安全保障会議の設置に係る関連法案が成立・施行した後に

検討することを要求。⇒公文書管理法改正案については、山口代表の

代表質問に対する総理答弁で担保 (2013.10.18参 議院本会議)

○国会法との関係について

各議院の委員会から内閣等への報告・記録提出要求について国会法第

104条第 3項の規定に基づき国家の重大な利益に悪影響を及ぼす旨
の声明を出すことによつて提出を拒絶する事由のほうが、特定秘密

よりも範囲が広いこと、及び現在提出を拒絶される文書についても、

国会が措置を講じれば提供されることとなるとの政府見解の表明。



【参考】
・「国家の重大な利益」

国の安全又は外交上の重大な利益、公安や治安に係る重要なものに加え、為替

管理、財政金融政策や通商上の国の利益であつて重要なものを含む。
・「特定秘密」

我が国の安全保障に著しい支障を与える恐れがあるため、特に秘匿をすること

が必要であるもの。例えば、為替管理、財政金融政策や通商上の国の利益に関す

る情報は含まれない。

特に秘匿を要するものであるため、その範囲は、一般的な安全保障分野の情報

よりも参ル 。ヽ


